
新宿区高齢者保健福祉計画・第６期介護保険事業計画　各施策指標の達成状況一覧表

※「頁」欄…新宿区高齢者保健福祉計画・第6期介護保険事業計画（平成27年度～平成29年度）の掲載ページ
※「指標名」欄…★印は、「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」からの出典

基本目標１　社会参加といきがいづくりを支援します 　

施策１　いきがいのあるくらしへの支援

目標

平成29年度 平成26年度末 平成29年度末

1 59
高齢者の社会参加といきがいづくりの拠点整備

①シニア活動館の整備数　②地域交流館の整備数

①４館

②15館

①４館

②15館

①４館

②15館
B：目標通り

福祉部

地域包括ケア推進課

2 59
高齢者クラブへの支援・助成

①連合会数　②高齢者クラブ数及び会員数

①１連合会

②126団体　6,600名

①１連合会

②121団体6,228名

①１連合会

②117団体 5,676名
C：目標未達成

既加入者の高齢化及び新規加入希望者の減少により団体数・会

員数が減少している。このため、高齢者クラブを広く周知し、団体

数・会員数の増加に努める。

福祉部

地域包括ケア推進課

3 59 敬老会の来場者数 4,000人 2,562人 3,965人 C：目標未達成

平成28年度は、4,334人の来場者であったが、平成29年度は雨

天開催日があったため目標値にに届かなかった。天候による影響も

あるが、参加者の増加に向けては、引き続き広報や各地区町会連

合会などを通して周知を行う。

福祉部

地域包括ケア推進課

4 60
高齢者福祉大会

①参加数　②来場者数

①75団体　850人出演

②約1,400人

①70団体　650人出演

②約1,200人

①72団体　706人出演

②約1,250人
C：目標未達成

高齢者クラブの団体数・加入者数が減少していることが、参加者数

の減少につながっている。このため、高齢者クラブを広く周知し、団

体数・加入者数の増加に努めるとともに、高齢者福祉大会につい

て、幅広く周知を行う。

福祉部

地域包括ケア推進課

5 60 生涯学習フェスティバルの来場者数 延べ7,000人 延べ8,304人 延べ7,060人 B：目標通り
地域振興部

生涯学習スポーツ課

6 60 区民プロデュース支援事業の支援事業数 40事業 46事業 30事業 C：目標未達成

支援機会の均等と拡充のため、同一団体への助成金支給期間を

3年限度とする等、基準の厳格化を図ったので目標達成に至らな

かった。今後は支援のあり方を見直していく。

地域振興部

生涯学習スポーツ課

7 60
コミュニティスポーツ大会

①参加者数　②その他

①延べ3,500人

②実施種目・実施内容の充実
①延べ3,118人

①延べ2,713人

②レクリエーション種目として

ボッチャを導入

C：目標未達成

平成29年度は、雨天の影響により、多くの地区大会で独自種目

が実施できなかったため、延べ参加者数が目標値に届かなかった。

今後は、雨天の場合の室内プログラムを実行委員会とともに検討し

ていく。

地域振興部

生涯学習スポーツ課

8 61 ライフアップ講座の参加者数 延べ3,200人 延べ3,316人 延べ3,232人 B：目標通り
地域振興部

生涯学習スポーツ課

9 61
ふれあい・いきいきサロン

①支援サロン数　②いきいきサロン傷害保険加入者（登録サロンへの参加者数）

①75サロン

②30,000人

①61サロン

②27,897人

①69サロン

②26,353人
C：目標未達成

新規サロンは毎年立ち上がっているが、既存サロンの運営者の高齢

化等により、休止サロンが増えており、目標に至らなかった。

今後はサロン等の地域の場づくり講座や生活支援体制整備事業と

も連携し、新規活動者への支援を行う。

福祉部

地域福祉課

10 61 【指標】ことぶき館・地域交流館の利用登録者数 6,000人 6,527人 5,604人 C：目標未達成

地域交流館の利用登録は2年に1度更新を行い、平成29年度当

初に一斉更新を行ったため、利用登録者数が減少し目標に至らな

かった。また、区内に2館あったことぶき館は、平成30年3月31日を

もって廃止した。このうち、「薬王寺ことぶき館」は、改修工事後、平

成30年2月に新たに「薬王寺地域ささえあい館」として開設した。

今後は、多世代による「地域支え合い活動」の拠点として、より多く

の方が利用できるよう、様々な事業に取組み、活動を推進してい

く。

福祉部

地域包括ケア推進課

施策２　社会貢献活動への支援
目標

平成29年度 平成26年度末 平成29年度末

11 65
高齢者の社会参加といきがいづくりの拠点整備

①シニア活動館の整備数　②地域交流館の整備数

①４館

②15館

福祉部

地域包括ケア推進課

12 65 介護支援ボランティア・ポイント事業の登録ボランティア活動率　（実活動数/登録者数） 60%
51%

（平成27年3月末）
52% C：目標未達成

活動者数も登録者数も増加を続けているため、登録済かつ未活

動者の実活動を促進するような声かけを図る。

福祉部

地域包括ケア推進課

13 65 高齢者福祉活動事業助成等の助成事業数
19事業/団体

19事業申請

19事業/団体

20事業申請

20事業/団体

20事業申請
B：目標通り

福祉部

地域包括ケア推進課

14 65
生涯学習・地域人材交流ネットワーク制度の整備

登録者が実際に区・財団事業や地域で活動した日数
4,500日 5,057日 4,001日 C：目標未達成

平成29年度は、主に水泳等のスポーツ指導・支援登録者の活動

回数減少のため、目標未達成となった。引き続き、登録者が活躍

できる機会を拡大するとともに、区民や地域団体等に制度のさらな

る周知を図る。

地域振興部

生涯学習スポーツ課

15 65
高齢者クラブによる見守り活動

見守り活動を行っている高齢者クラブ数
126団体 121団体 117団体 C：目標未達成

既加入者の高齢化及び新規加入希望者の減少により団体数・加

入者数が減少している。このため、高齢者クラブを広く周知し、団体

数・加入者数の増加に努める。

福祉部

地域包括ケア推進課

16 66
ボランティア・市民活動センターの地域活動支援事業

①ボランティア登録者数　②登録団体

①2,500人

②250団体

①2,032人

②336団体

①1,911人

②238団体
C：目標未達成

ボランティア登録者・活動団体実態調査（平成27年度実施）に

より、未活動の登録者及び登録団体を把握し、登録状況を整理

したため、目標達成に至らなかった。ボランティア登録者数等の拡大

に向け、今後ボランティア情報紙やホームページの活動募集情報を

見直し、SNSを活用するなど周知の改善を図っていく。

福祉部

地域福祉課

17 66 【指標】★地域活動参加者の割合（一般高齢者調査） 30% 25.8% 20.1% C：目標未達成
※平成29年度末の実績値は、平成28年度実施の「新宿区高

齢者の保健と福祉に関する調査」内の数値

地域支え合いのしくみづくりを進めるとともに、ボランティア活動が行

われやすい環境を整備していく。

福祉部

地域包括ケア推進課

№ 頁 指標名または事業名
実績 達成状況

（平成29年度末時点）
第7期の方向性等 所管課

№ 頁 指標名または事業名
実績 達成状況

（平成29年度末時点）
第7期の方向性等 所管課

備考

備考

施策１ 番号１をご覧ください

資料３

　Ａ：　目標値を上回った（１１０％以上）
　Ｂ：　目標通り（１００％以上１１０％未満）
　Ｃ：　目標未達成
　Ｄ：　その他

　目標値が２個以上ある施策は達成率平均で算出
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施策３　就業等の支援
目標

平成29年度 平成26年度末 平成29年度末

18 71
障害者、高齢者、若年非就業者等に対する総合的な就労支援

高年齢者の就職者数
180人 150人 217人 A：目標値を上回った 目標値230人→180人(第三次実行計画策定時に指標変更）

文化観光産業部

消費生活就労支援課

19 71
シルバー人材センターへの支援

シルバー人材センター会員就業率
82.9% 71.9% 77.0% C：目標未達成

前年度に比べ増加しているが、会員の希望職種と発注者の就業

ニーズが合致しないこともあり、目標値には至らなかった。

第７期では受注拡大をめざし、経済・社会情勢の変化や超高齢

社会への進展を見据えた新規事業開拓を進め、会員にとって魅力

的な就業の機会を創ることで会員就業率向上を図る。

福祉部

地域福祉課

20 71 【指標】シルバー人材センターの受託件数 14,400件 12, 487件 13,649件 C：目標未達成

前年度に比べ受託件数は増加しており、植木等技能群の家庭か

らの依頼及び事務整理群の依頼減少により目標値には至らなかっ

た。

第７期では、事業内容を広く区民や事業者に認識していただき利

用していただくための周知活動の強化や、会員の拡大と資質の向

上等に取り組受注拡大をめざした新規事業開拓を進めて行く。

福祉部

地域福祉課

基本目標２　健康づくり・介護予防をすすめます
施策４　健康づくりの促進

目標

平成29年度 平成26年度末 平成29年度末

21 76 健康診査受診率（40～74歳） 50% 34.6%（法定報告値） 33.5%(実数値) C：目標未達成

区民に健康診査の受診を促す働きかけが足りなかったため目標を

達成することができなかった。第7期ではより積極的な受診勧奨を

行い、健康診査の重要性等を説くことで受診率向上につなげる。

健康部

健康づくり課

22 76
65歳以上のがん検診受診率（全体としての受診率）

①胃　②大腸　③肺　④子宮　⑤乳　⑥前立腺

①50％

②50％

③50％

④50％

⑤50％

⑥50％

①24.2％(11.6%)

②39.0％(17.4%)

③33.3％(13.3%)

④16.1％(17.9%)

⑤16.7％(19.7%)

⑥25.8％(17.6%)

①20.8％(18.6%)

②30.7％(19.1%)

③28.4％(17.3%)

④11.9％(16.9%)

⑤15.8％(23.7%)

⑥17.0％(11.7%)

C：目標未達成

全てのがん検診において受診率が低いが、とりわけ子宮がん及び乳

がん検診の受診率が低い。

今後も受診率及び精度管理の向上に向けた取組みを積極的に行

い、区民が適切な時期に効果的とされる検診を受診できるよう、正

しいがん知識の普及啓発に力を入れていく。

健康部

健康づくり課

23 76
健康相談

①相談者数　②個別相談

①3,600人

②230回

①5,415人

②252回

①6,079人

②254回
A：目標値を上回った

健康部

東新宿保健センター

24 76 健康教育の参加者数 延べ4,300人 延べ4,504人 延べ6,862人 A：目標値を上回った
健康部

東新宿保健センター

25 76 健康手帳の交付数 1,000件 245件 248件 C：目標未達成

平成30年１月から国の制度が改正され、健康手帳の交付は、原

則として対象者による厚生労働省ホームページからのダウンロードに

よるものとなった。区ではその旨をホームページで周知し利用を促し

ていく。なお、現在配布している紙媒体の健康手帳は、在庫がなく

なり次第終了する。

健康部

健康づくり課

26 77
女性の健康支援

①女性の健康支援センター来所者数　②健康セミナー・専門相談等の利用者数

①延べ1,500人

②延べ900人

①延べ1,402人

②延べ1,058人

①延べ1,495人

②延べ953人
B：目標通り

②について、当初平成26年度末実績を1,058人と報告したが、

平成26年度から29年度にかけて事業内容に変更があったため、

同様の事業としての事績報告が行えない。そこで、26年度以降も

継続している事業(健康セミナー・出前講座・健康専門相談・健康

相談)の延べ人数を報告する。

健康部

四谷保健センター

27 77
骨粗しょう症予防検診

①実施回数　②受診者数

①46回

②延べ1,400人

①46回

②延べ1,604人

①46回

②延べ1,499人
B：目標通り

健康部

東新宿保健センター

28 77 歯科健康診査の受診者数 2,800人 2,579人 2,969人 B：目標通り
健康部

健康づくり課

29 77
歯科衛生相談（専門相談）

①実施回数　②相談者数

①3回

②延べ24人

①6回

②延べ41人

①3回

②延べ25人
B：目標通り

目標の実施回数を6回→3回に、相談者数48人→24人へ変更。

平成27年4月に方針を変更し、口腔機能の維持向上や摂食・嚥

下の獲得を広く支援するため「口腔ケア推進事業」を開始したことに

よるもの。

健康部

四谷保健センター

30 77 【新規】口腔ケア推進事業の相談者数 190名 ― 364名 A：目標値を上回った
健康部

四谷保健センター

31 77
60歳からのこころとからだのメンテナンス講座

①実施回数　②参加者数

①10回

②130人

①10回

②132人

①8回

②191人
B：目標通り

よりライフステージ・性差による課題に応じた事業を実施するため、

平成29年度で事業を終了。

健康部

東新宿保健センター

№

第7期の方向性等 所管課№ 頁 指標名または事業名
実績 達成状況

（平成29年度末時点）

備考頁 第7期の方向性等 所管課指標名または事業名
実績 達成状況

（平成29年度末時点）

備考
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目標

平成29年度 平成26年度末 平成29年度末

32 77
精神保健相談（うつ専門相談を含む）

①実施回数　②相談者数

①77回

②延べ160人

（予約定員の7割程度）

①69回

②延べ132人

➀65回

②延べ111人
C：目標未達成

ポスター掲示や広報周知等により広く周知を行ったが、キャンセルな

どもあり、目標達成には至らなかった。第7期では、機会を捉えて周

知するとともに関係機関との連携を深めることで相談者数の増加に

努める。

健康部

四谷保健センター

33 78
精神保健講演会

区民向け・支援者向け講演会の開催数（うつ、若年性認知症）
2回 2回 2回 B：目標通り

健康部

保健予防課

34 78 普及啓発用リーフレット作成 若年性認知症の普及啓発の充実
認知症予防リーフレット

作成及び配布：80,000部

認知症予防リーフレット

作成及び配布：81,000部
B：目標通り

健康部

保健予防課

35 78
元気館事業の推進

利用者数
61,400人 73,264人 67,185人 B：目標通り

健康部

健康政策課

36 78
いきいきウォーク新宿

参加者数
延べ150人 延べ88人 延べ166人 A：目標値を上回った

健康部

健康づくり課

37 78
いきいきハイキング

参加者数
280人 230人 269人 C：目標未達成

平成29年度は目標を超える375名の応募があり、抽選となった。

しかし、直前または当日に欠席者が出たため目標値には届かなかっ

た。

福祉部

地域包括ケア推進課

38 78
ふれあい入浴証

交付枚数
21,000枚 19,406枚 25,972枚 A：目標値を上回った

福祉部

地域包括ケア推進課

39 78 湯ゆう健康教室の参加者数 350人 345人 386人 A：目標値を上回った
福祉部

地域包括ケア推進課

40 79
団体等と連携したスポーツ普及事業

①健康ウォーキング実施回数・参加者数　②夏休みラジオ体操参加者数

①14回　延べ700人

（50人/回）

②延べ77,500人

①14回　延べ598人

②延べ83,190人

①14回　延べ399人

②延べ74,700人
C：目標未達成

①平成29年度は、新規参加者の減少に伴い目標未達成となっ

た。魅力的なコース設定を行うことや、広報周知を強め参加者増

加に繋げる。

②平成29年度は、開催会場の減少・統合により参加者の減少を

招いた。周知強化や地域コミュニティを強化し、新規・継続参加者

の増加に繋げる。

地域振興部

生涯学習スポーツ課

41 79
新宿シティハーフマラソン・区民健康マラソン

参加者数
10,000人 10,483人 9,602人 C：目標未達成

平成29年度は、申込者数は目標を超える11,612人であったが、

開催日1週間前の降雪とその日以降の異常低温により出走者が

目標を下回った。第7期は、申込者数が定員を下回った3km・

2kmの周知方法を工夫し申込者数の確保に努める。

地域振興部

生涯学習スポーツ課

42 79
レガス健康づくり事業（レガスポ！）

参加者数
延べ　50,000人 延べ50,568人 延べ52,860人 B：目標通り

地域振興部

生涯学習スポーツ課

43 79 【指標】★健康と回答した高齢者の割合　（主観的健康観/一般高齢者調査） 76% 74.8% 74.8% C：目標未達成
※平成29年度末の実績値は、平成28年度実施の「新宿区高

齢者の保健と福祉に関する調査」内の数値

心身機能の維持や低栄養の予防、口腔機能の維持など、高齢期

の特性に応じた健康づくりの意義や重要性について、区民や高齢

者を支える支援者に普及啓発していく。また、高齢者が身近な地

域で住民主体の健康づくり・介護予防活動に継続的に取り組める

よう支援していく。

健康部

健康づくり課

44 79 【指標】特定健康診査受診率の向上 50%
健康部

健康づくり課

45 79 【指標】80歳で20本以上の歯を持つ人の割合 65% 56.7% 69.8% B：目標通り
健康部

健康づくり課

施策５　介護予防の推進
目標

平成29年度 平成26年度末 平成29年度末

46 84
介護予防普及啓発事業（一般高齢者普及啓発事業）

一般高齢者向け介護予防教室充足率
95% 98.5% 98.2% B：目標通り

福祉部

地域包括ケア推進課

47 84
認知症・うつ・閉じこもり予防事業

認知症予防教室参加人数
延べ1,000人 延べ561人 延べ1,159人 A：目標値を上回った

福祉部

地域包括ケア推進課

48 84
【指標】地域介護予防活動支援事業

新宿いきいき体操サポーター登録者数
300人 276人 322人 B：目標通り

福祉部

地域包括ケア推進課

49 84
【再掲】【新規】口腔ケア推進事業

相談者数
190名 276人

福祉部

地域包括ケア推進課

50 84 【指標】★介護予防に関心のある高齢者の割合（一般高齢者調査） 85.0% 80.6% 82.8% C：目標未達成
※平成29年度末の実績値は、平成28年度実施の「新宿区高

齢者の保健と福祉に関する調査」内の数値

目標は未達成ではあったが、介護予防に関心のある高齢者の割合

は着実に上昇している。引き続き、さまざまな取り組みにより介護予

防への関心を高めていく。

福祉部

地域包括ケア推進課

51 84
【指標】地域の高齢者施設（シニア活動館・地域交流館等）で「新宿いきいき体操サポーター」を中心に介護予

防体操に取り組む団体数（累計）
18団体 20団体 21団体 A：目標値を上回った

福祉部

地域包括ケア推進課

№ 頁 指標名または事業名
実績 達成状況

（平成29年度末時点）
備考 第7期の方向性等 所管課

第7期の方向性等 所管課№ 頁 指標名または事業名
実績 達成状況

（平成29年度末時点）
備考

施策４ 番号３０をご覧ください

施策４ 番号２１をご覧ください
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基本目標３　いつまでも地域の中でくらせる自立と安心のためのサービスを充実します

施策６　介護保険サービスの提供と基盤整備 　

目標

平成29年度 平成26年度末 平成29年度末

52 89 特別養護老人ホームの整備

8所　610人

（小規模特養１所

29人含む）

7所　480人

（小規模特養１所

29人含む）

8所　615人

（小規模特養１所

29人含む

B：目標通り
福祉部

介護保険課

53 89
地域密着型サービスの整備

①小規模多機能型居宅介護　②看護小規模多機能型居宅介護　③認知症高齢者グループホーム

　　① ７所　174人

　　② ３所　  77人

　　③11所  189人

　　①４所　  99人

　　②１所　  23人

　　③８所　135人

　①６所　162人

　②２所　  48人

　③10所　162人

C：目標未達成

民有地公募による整備が未実施となったため目標値を下回った

が、第7期計画において引き続き民有地公募を行っていく。合わせ

て、民有地は地価が高く公募に応じる事業者が少ないことを踏ま

え、新たな公有地の活用についても検討していく。

福祉部

介護保険課

54 90 ショートステイの整備 10所　117人 ７所　60人 10所　117人 B：目標通り
目標値10所127人→10所117人に変更(第三次実行計画にお

いて目標値を変更）

福祉部

介護保険課

55 90
医療介護支援

対象施設
8施設 ７施設 ８施設 B：目標通り

福祉部

介護保険課

56 90 【指標】★在宅生活の継続意向（要支援・要介護認定者調査） 88% 85.6% 84.9% C：目標未達成
※平成29年度末の実績値は、平成28年度実施の「新宿区高

齢者の保健と福祉に関する調査」内の数値

地域包括ケアシステムの更なる推進に取り組み、在宅生活の継続

意向の向上を図る。

福祉部

介護保険課

施策７　自立生活への支援（介護保険外サービス）
目標

平成29年度 平成26年度末 平成29年度末

57 95 【指標】★健康や福祉サービスに関する情報量の充実度（一般高齢者【基本】調査） 45% 41.4% 56.9% A：目標値を上回った
※平成29年度末の実績値は、平成28年度実施の「新宿区高

齢者の保健と福祉に関する調査」内の数値

福祉部

地域包括ケア推進課

施策８　介護保険サービスの質の向上及び適正利用の促進
目標

平成29年度 平成26年度末 平成29年度末

58 99
介護保険サービス事業者協議会への支援

会員事業者数
200法人 181法人 193法人 C：目標未達成

目標には達していないが、登録法人は増えているため今後も周知

に努めて行く。

福祉部

介護保険課

59 99
介護保険サービス事業所向け研修（新宿ケアカレッジ）

研修参加率（参加者／講座定員数）
80% 71.3% 59.4% C：目標未達成

申込み時点では全体で80%以上の参加率だったものの、欠席が

多く実際の参加率が伸び悩んだ。研修内容や日程の周知等により

参加申込者数を多く求め、さらに欠席の防止を図ることによって参

加率の向上を図る。

福祉部

介護保険課

60 100
介護給付適正化の推進

①請求内容点検回数　②ケアプラン点検

①160回

②15事業所

①158回

②19事業所

①230回

②16事業所
A：目標値を上回った

福祉部

介護保険課

61 100
介護保険サービス事業者に対する指導検査

①集団指導　②実地指導

①1回

②45事業所

①1回

②35事業所

①1回

②36事業所
C：目標未達成

地域密着型サービスの増加や居宅介護支援指定の区移管によ

り、区による事業者に対する指導検査への要請が高まっている。関

係各課と連携し効果的・効率的に実施していく。

福祉部

介護保険課

62 100
「しんじゅく介護の日」の開催

来場者数
500人 201人 388人 C：目標未達成

来場者数は目標数には至らなかったが、３年間で増加している。

引き続きイベントの周知を図る。

福祉部

介護保険課

63 100
【指標】★介護保険サービスの総合的な利用満足度（無回答を除く「満足」「おおむね満足」の割合）

（要支援・要介護認定者調査）
90% 87.6% 89% C：目標未達成

※平成29年度末の実績値は、平成28年度実施の「新宿区高

齢者の保健と福祉に関する調査」内の数値

目標値には至らなかったが、前期実績値よりも利用満足度は高い

結果となっている。調査結果を踏まえ、引き続き地域包括ケアの更

なる推進に取り組んでいく。

福祉部

介護保険課

№ 頁 指標名または事業名
実績 達成状況

（平成29年度末時点）
第7期の方向性等 所管課備考

第7期の方向性等 所管課

№ 頁 指標名または事業名
実績 達成状況

（平成29年度末時点）
第7期の方向性等 所管課

№ 頁 指標名または事業名
実績 達成状況

（平成29年度末時点）
備考

備考
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施策９　認知症高齢者への支援体制の充実
目標

平成29年度 平成26年度末 平成29年度末

64 109
認知症サポーター推進事業（認知症サポーターの活動拠点の整備）

認知症サポーター活動登録者数
400人 277人 507人 A：目標値を上回った

福祉部

高齢者支援課

65 109
認知症・もの忘れ相談

①認知症相談数　②もの忘れ相談（高齢者総合相談センター３か所で実施）

①18回

②18回

①18回

②18回

①18回

②24回
A：目標値を上回った

福祉部

高齢者支援課

66 109
認知症介護者支援事業

①家族会の運営　②認知症介護者相談

 ①３か所

②12回

 ①３か所

②11回

①3か所

②11回
C：目標未達成

認知症介護者相談について、月1回の実施を予定していたが、担

当医と会場の都合で実施できなかった月があったため。

福祉部

高齢者支援課

67 109
認知症講演会

参加者数
延べ130名 延べ101名 延べ208名 A：目標値を上回った

福祉部

高齢者支援課

68 109
若年性認知症講演会

参加者数
延べ50名 延べ14名 延べ18名 C：目標未達成

若年性認知症についての知識の認識は進んでいると思われるが、

新宿区で把握している若年性認知症の患者が少なく、講演会への

参加者数は伸び悩んでいる。引きつづき、講演会開催についての

周知活動に力を入れていく。目標値は現行のとおり。

健康部

保健予防課

69 110
認知症普及啓発用パンフレット等作成

認知症普及啓発用パンフレットの配布
6,000部

「新宿区の認知症に関する相

談窓口・サービス一覧」6,000

部

「認知症を正しく知ろう」

4,000部

「認知症安心ガイドブック」

　9,000部
A：目標値を上回った

平成28年度より、「新宿区の認知症に関する相談窓口・サービス

一覧」と「認知症を正しく知ろう」を統一

福祉部

高齢者支援課

70 110
高齢者総合相談センターでの認知症高齢者への支援

相談件数
1,900件 1,663件 1,379件 C：目標未達成

平成30年度からの新規事業である「認知症サポート医による高齢

者総合相談センター支援」の実施等により、今後とも認知症高齢

者への支援体制の充実を図っていく。

福祉部

高齢者支援課

71 110
徘徊高齢者等緊急一時保護事業

①利用者数　②利用日数

①46人

  ②730日

①54人

  ②652日

①10人

  ②175日
D：その他 数値を増やすことが事業の目的ではないため。

福祉部

高齢者支援課

72 111

認知症医療・地域福祉連携強化事業

①認知症保健医療福祉ネットワーク連絡会　②新宿区認知症・もの忘れ相談医研修　③新宿区認知症・もの

忘れ相談医名簿作成

①３回

②２回

③１回

①３回

②２回

③１回

①3回

②2回

③1回

B：目標通り
福祉部

高齢者支援課

73 111 【再掲】普及啓発用リーフレット作成 若年性認知症の普及啓発の充実
健康部

保健予防課

74 111
【再掲】精神保健相談（うつ専門相談を含む）

①精神保健相談　②相談者数

①77回

②延べ160人

（予約定員の7割程度）

健康部

四谷保健センター

75 112 【指標】認知症サポーター養成数
（累計）13,000人

（各年1,000人）

（累計）11,034人

（各年）2,147人

（累計）20,146人

（各年）2,395人
A：目標値を上回った

福祉部

高齢者支援課

76 112 【指標】認知症高齢者に関する対応力を向上する研修を受講したかかりつけ医の実人数 60人 47人 83人 A：目標値を上回った
福祉部

高齢者支援課

第7期の方向性等 所管課№ 頁 指標名または事業名
実績 達成状況

（平成29年度末時点）
備考

施策４ 番号３４をご覧ください

施策４ 番号３２をご覧ください
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施策１０　地域における在宅療養支援体制の充実
目標

平成29年度 平成26年度末 平成29年度末

77 120
【新規】在宅医療ネットワークの構築

在宅療養支援診療所における診療患者実人数
6,500人 8,425人 3,847人 D：その他

老人ホーム等の施設入所者に対する訪問診療についての診療報

酬が大幅に減額されたことにより、患者への訪問診療回数が大きく

減少したと思われるが、在宅生活者に対する訪問診療の実績は後

退しておらず、在宅医療は着実な成果を示している。

健康部

健康づくり課

78 120
かかりつけ医機能の推進

★かかりつけ医をもつ65～74歳の人の割合（一般高齢者調査）
75% 69.1% 70% C：目標未達成

※平成29年度末の実績値は、平成28年度実施の「新宿区高

齢者の保健と福祉に関する調査」内の数値

平成29年度目標には達しないが、平成26年度実績は上回ってい

る。在宅医療・介護支援情報や在宅療養ハンドブックに記事を掲

載しているが、今後も引き続き地域学習会などさまざまな機会で周

知していく。

健康部

健康づくり課

79 120
かかりつけ歯科医機能の推進

★かかりつけ歯科医をもつ65～74歳の人の割合（一般高齢者調査）
50% 45.4% 79.2% A：目標値を上回った

※平成29年度末の実績値は、平成28年度実施の「新宿区高

齢者の保健と福祉に関する調査」内の数値

健康部

健康づくり課

80 120
緊急一時入院病床の確保

①利用者数　②稼働率

   ①延べ90人

②100％

   ①延べ105人

 ②119.6％

    ①延べ141人

　②163.6%
A：目標値を上回った

健康部

健康づくり課

81 120
【新規】訪問看護ステーション連携促進

①連絡会議　②研修会

①６回

②１回
ー

①6回

②1回
B：目標通り

健康部

健康づくり課

82 120
訪問看護ステーション人材確保

（体験実習）修了者数
５名 ２名 3名 C：目標未達成

訪問看護ステーションの人材が確保しにくいことを課題として当該事

業を開始したが、区内訪問看護ステーションの数が増加するなど人

材確保の課題は軽減してきている。当該事業は役割を果たしたと

の認識により終了とした。

健康部

健康づくり課

83 121
地域連携推進事業

①研修会・連絡会　②参加者数

①1回

②90名

①1回

②115名

①1回

②76名
C：目標未達成

本事業としては終了。第7期では、在宅医療と介護の相互理解や

連携づくりをさらに推進するため、地域の医療機関と介護関係機関

が交流する研修会「在宅医療と介護の交流会」を新たに実施す

る。

健康部

健康づくり課

84 121

摂食嚥下機能支援事業

医療機関の歯科衛生士・管理栄養士が口腔ケア等のサービス（居宅療養管理指導）を行った実人数

①歯科衛生士　②管理栄養士

①2,000人

②60人

①1,140人

②24人

①1,803人

②47人
C：目標未達成

平成29年度目標には達しないが、年々増加してきている。利用し

にくいなどしくみ上の課題もあるが、摂食嚥下機能検討会で検討を

すすめ、関連職種の協力を得ながら、さまざまな機会で啓発してい

く。

健康部

健康づくり課

85 121
在宅医療相談窓口の運営

①在宅療養相談窓口相談件数　②がん療養相談窓口相談件数

①延べ400件

②延べ30件

①延べ466件

②延べ28件

①延べ409件

②延べ100件
A：目標値を上回った

健康部

健康づくり課

86 122
病院職員の訪問看護ステーションでの実習研修

修了者数
30名 29名 40名 A：目標値を上回った

健康部

健康づくり課

87 122
【新規】介護職員の看護小規模多機能型居宅介護での実習研修

修了者数
10名 ー 4名 C：目標未達成

研修参加者の満足度は高いが、介護職の研修参加が難しい状況

であるため、参加しやすい研修方法を工夫していく。

健康部

健康づくり課

88 122
在宅療養に対する理解促進

①在宅療養地域学習会　②参加者数　③在宅療養ハンドブックの配布

①3回

②100名

③7,000部

①3回

②145名

③7,000部

①11回

②374名

③7,000部

A：目標値を上回った
健康部

健康づくり課

89 122
がん患者・家族のための支援講座

①講座　②参加者数

①2回

②30名

①2回

②26名

①2回

②28名
C：目標未達成

広報やチラシの配布等で周知の工夫を行ったが、がん患者及びそ

の家族を対象とした講座であるため参加者が限定されやすい。また

体調不良のため当日キャンセルもみられ、目標を下回った。今後、

周知方法をさらに検討し、講座の形態の工夫を図っていく。

健康部

健康づくり課

90 123 在宅人工呼吸器使用者災害時支援事業
在宅人工呼吸器使用者全数

に対する、個別支援計画の作成
14名／19名 19名／34名 B：目標通り

使用は本人の意向による。

計画未作成者15名の内訳（作成希望なし８名、死亡６名、作

成希望あるが調整つかず　１名）

健康部

健康づくり課

91 123 ケアマネジャーとかかりつけ医等との交流会 3回 1回 1回 B：目標通り

医師会・歯科医師会・薬剤師会で、それぞれ年1回実施予定だっ

たが、それらを統合して年1回実施するよう実施方法を変更したた

め。

福祉部

高齢者支援課

92 123
【指標】★ケアマネジャーが主治医との連携について「連携がとれている」又は「おおむね連携がとれている」と回答し

た割合（ケアマネジャー調査）
75% 67.6% 77.9% B：目標通り

※平成29年度末の実績値は、平成28年度実施の「新宿区高

齢者の保健と福祉に関する調査」内の数値

福祉部

高齢者支援課

93 123
【指標】在宅療養支援診療所における合計診療患者実人数（在宅療養支援診療所等に係る報告書に基づ

く）
6,500人

健康部

健康づくり課

№ 頁 指標名または事業名
実績 達成状況

（平成29年度末時点）
第7期の方向性等 所管課備考

施策１０ 番号７７ をご覧ください
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施策１１　高齢者総合相談センターの機能強化の推進
目標

平成29年度 平成26年度末 平成29年度末

94 132
高齢者総合相談センターの機能強化

相談件数
55,000件 45,219件 49,565件 C：目標未達成

介護予防把握事業について、効率的な運用を図るため、高齢者

総合相談センター職員による電話勧奨の対象者を限定したことに

より、電話での相談件数が減少した。

福祉部

高齢者支援課

95 132
【再掲】認知症・もの忘れ相談

①認知症相談　②もの忘れ相談

①18回

②18回

福祉部

高齢者支援課

96 132
【再掲】認知症介護者支援事業

①家族会の運営　②認知症介護者相談

①３ヶ所

②12回

福祉部

高齢者支援課

97 132
【再掲】高齢者総合相談センターでの認知症高齢者への支援

相談件数
1,900件

福祉部

高齢者支援課

98 133 【再掲】認知症サポーター養成講座

（累計）

13,000人

（各年1,000人）

福祉部

高齢者支援課

99 133 【再掲】ケアマネジャーとかかりつけ医との交流会 3回
福祉部

高齢者支援課

100 133
法テラス東京との協働連携

　弁護士派遣
144回 137回 268回 A：目標値を上回った

福祉部

高齢者支援課

101 133
介護者講座・家族会

①介護者講座　②家族会

①13回

②78回（９ヶ所）

①13回

②60回（９ヶ所）

①13回

②78回（９ヶ所）
B：目標通り

福祉部

高齢者支援課

102 134 ケアプラン評価会の開催 ３回 ３回 ３回 B：目標通り
福祉部

高齢者支援課

103 134
ケアマネジャーネットワークへの支援

研修会
６回 ６回 ６回 B：目標通り

福祉部

高齢者支援課

104 134 【新規】地域ケア会議の開催 55回 27回 87回 A：目標値を上回った
福祉部

高齢者支援課

105 134 高齢者見守り支え合い連絡会の開催

9回

（各高齢者総合相談センターで

1回ずつ実施）

9回 9回 B：目標通り
福祉部

高齢者支援課

106 135
【指標】★高齢者総合相談センターの認知度（要支援・要介護認定者調査）

①名称　②機能　③場所

①50％

②50％

③50％

①44.5％

②35.9％

③36.8％

①59.4%

②49.2%

③55.0%

A：目標値を上回った
※平成29年度末の実績値は、平成28年度実施の「新宿区高

齢者の保健と福祉に関する調査」内の数値

福祉部

高齢者支援課

施策１２　くらしやすいまちづくりと住まいへの支援 　

目標

平成29年度 平成26年度末 平成29年度末

107 140 ユニバーサルデザイン・ガイドラインの推進

推進会議の開催

テーマごとにワークショップを開催し、

その成果に基づきガイドブックを作成

ガイドブックの活用による普及啓発

推進会議の開催　３回

ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの開催　８回

ガイドブックの作成　２種

　テーマ

　「防災・避難」

　「商店街・おもてなし」

職員講習会　２回

UDの認知度　33.9％

（区民意識調査）

推進会議の開催　２回

ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの開催　７回

ガイドブックの作成　２種

　テーマ

　「さまざまなニーズを知る手法」

　「ニーズを反映した施設整備」

職員講習会　２回

UDの認知度　43.0％

（区政モニターアンケート）

B：目標通り
都市計画部

都市計画課

108 140
人にやさしい建築物づくり

東京都福祉のまちづくり条例等に基づく整備件数
75件 88件 66件 C：目標未達成 建築主・事業者に条例の主旨を説明し引き続き整備に努める。

都市計画部

建築指導課

109 141
建築物等耐震化支援事業

区内住宅の耐震化率（「新宿区耐震改修促進計画」からの推定値）

耐震性が不十分な住宅を

おおむね解消する

88.2％

（平成25年3月）

91.5％

（平成28年3月）
D：その他

平成29年度に目標を92％→耐震性が不十分な住宅をおむね解

消する、に変更。

耐震化率は、「新宿区耐震改修促進計画」の改定時に算定を

行っており、平成29年度末の数値の算定は行っていない。

「新宿区耐震改修促進計画」の目標である、耐震性が不十分な

住宅をおおむね解消することに向けて、一層の耐震化の啓発活動

を実施することにより、支援制度の利用促進を図る。

都市計画部

防災都市づくり課

110 141
細街路の拡幅整備

年間整備（合意）目標距離
6.7㎞ 4.6km 5.9km C：目標未達成

細街路の拡幅整備は、建築物の建替えのタイミングに影響されるた

め、実績値が目標値を下回ってしまった。第７期においては、建築

物の建て替え動向を踏まえて、目標の精査を行う。

都市計画部

建築調整課

111 141
道路のバリアフリー化

整備路線数
18路線 17路線 17路線 C：目標未達成

入札不調により、目標達成に至らなかった。第7期では設計内容を

見直して発注する。

みどり土木部

道路課

112 141 鉄道駅のバリアフリー化
区内全鉄道駅エレベーター

設置（工事着手含む）

区内鉄道駅49駅中

43駅工事着手（87.7％）

区内鉄道駅49駅中

49駅工事着手（100％）
B：目標通り ※全駅工事完了（供用開始）は平成32年度予定

都市計画部

都市計画課

113 141
みんなで考える身近な公園の整備

公園の整備数
13園 12園 13園 B：目標通り

目標修正11園→13園

過去の実績数を整理・確認し、実績を見直したため

・実績：平成26年度末12園、平成29年度末13園

・目標：平成29年度13園

みどり土木部

みどり公園課

達成状況

（平成29年度末時点）
備考

備考

第7期の方向性等 所管課

№ 頁 指標名または事業名
実績 達成状況

（平成29年度末時点）
第7期の方向性等 所管課

№ 頁 指標名または事業名
実績

施策９ 番号６５ をご覧ください

施策９ 番号６６ をご覧ください

施策９ 番号７０ をご覧ください

施策９ 番号７５ をご覧ください

施策１０ 番号９１ をご覧ください
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目標

平成29年度 平成26年度末 平成29年度末

114 142
清潔できれいなトイレづくり

トイレの整備数　①公園トイレ　②公衆トイレ

①36か所

②10か所

①32か所

②10か所

①33か所

②10か所
C：目標未達成

工事の入札不調などにより、目標達成に至らなかった。第７期で整

備する。

みどり土木部

みどり公園課

115 142
区営住宅の管理運営

管理戸数
1,058戸 1,058戸 1,059戸 B：目標通り

都市計画部

住宅課

116 142
シルバーピアの運営

①ワーデン数　②LSA設置数

①10人

②８所

①12人

②6所

①8人

②10所
B：目標通り

福祉部

高齢者支援課

117 143
住宅相談

65歳以上の成約件数
25件 11件 24件 C：目標未達成

30年度の住宅相談開催数及び物件情報の収集範囲の拡大によ

り成約実績のさらなる向上を目指す。

都市計画部

住宅課

118 143
高齢者等入居支援（年間）

①保証料助成　②緊急通報装置等利用料助成

①20件

②20件

①１件

②３件

①4件

②2件
C：目標未達成

①30年度は、保証料助成対象とする保証委託契約を拡充し、高

齢者等の民間賃貸住宅への円滑な入居支援策を強化する。

②助成事業の対象である東京都防災建築まちづくりセンターが実

施する見守りサービスの年間利用費用が高額であること等により契

約者が少ないため、本事業を終了する。

都市計画部

住宅課

119 143
住み替え居住継続支援

助成
19件 8件 8件 C：目標未達成

老朽化等による民間賃貸住宅の取壊し等に伴い、明渡を余儀無

くされる高齢者等の世帯への経済的な支援を継続するため、事業

周知を強化する。

都市計画部

住宅課

120 143
ワンルームマンション条例

高齢者の利用に配慮した住戸の整備数
200戸 229戸 280戸 A：目標値を上回った

都市計画部

住宅課

121 143 【指標】★現在の住まいに対して特に不便や不安を感じることはない人の割合（一般高齢者調査） 45% 41.6% 47.1% B：目標通り
※平成29年度末の実績値は、平成28年度実施の「新宿区高

齢者の保健と福祉に関する調査」内の数値

都市計画部

住宅課

122 143 【指標】住宅住み替え相談における65歳以上の成約件数 25件
都市計画部

住宅課

基本目標４　尊厳あるくらしを支援します
施策１３　高齢者の権利擁護の推進

目標

平成29年度 平成26年度末 平成29年度末

123 150
成年後見制度の利用促進

①成年後見制度の内容を理解している人の割合②成年後見・権利擁護専門相談件数

①60％

②200件

①49.3％

②186件

①48.1％

②149件
C：目標未達成

②の指標については、成年後見制度の普及啓発の指標として適

切であるが、①について、制度の利用促進が図られ、成年後見制

度を必要としている人が確実に利用できるよう認知されていることを

図る指標としては、改善が必要である。

①②ともに、平成30年度から制度の利用促進の効果をより適切に

検証できる指標として、「新宿区成年後見センターへの新規相談

件数」に目標設定を見直すとともに、目標達成に向けて取り組んで

いく。

福祉部

地域福祉課

124 151
悪質商法被害防止ネットワーク

連絡会
１回 １回 １回 B：目標通り

文化観光産業部

消費生活就労支援課

125 151
消費者講座

出前講座
３回 ８回 ７回 A：目標値を上回った

文化観光産業部

消費生活就労支援課

126 151
高齢者の権利擁護の普及啓発

権利擁護に関する講演会
１回 １回 1回 B：目標通り

福祉部

高齢者支援課

127 151
高齢者の権利擁護ネットワークの構築・運営

権利擁護ネットワーク協議会等
５回 ６回 1回 B：目標通り

平成27年度から協議会の基本開催回数を年1回とし、その他必

要に応じて部会を開催することとしたため。

福祉部

高齢者支援課

128 152
地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業）

①契約件数　②専門員・生活支援員相談支援件数

①96件

②12,900件

①73件

②10,396件

①103件

②12,162件
B：目標通り

契約件数は目標達成率が107.3％、専門員・生活支援員相談

支援件数は94.3%だった。両指数が上回っているわけではないが、

両指数の達成率平均が100.8%であることから目標通りとする。

福祉部

地域福祉課

129 152 【指標】★新宿区成年後見センターの認知度（一般高齢者調査） 35% 14.8% 9.6% C：目標未達成
※平成29年度末の実績値は、平成28年度実施の「新宿区高

齢者の保健と福祉に関する調査」内の数値

本指標は、「制度の利用促進が図られ、成年後見制度を必要とし

ている人が確実に利用できるよう認知されていること」を図る指標と

しては、改善が必要である。よって第７期は「新宿区成年後見セン

ターへの新規相談件数」を指標に設定した。

福祉部

地域福祉課

備考 第7期の方向性等 所管課№ 頁 指標名または事業名
実績 達成状況

（平成29年度末時点）

№ 頁 指標名または事業名
実績 達成状況

（平成29年度末時点）
備考 第7期の方向性等 所管課

施策１２ 番号１１７ をご覧ください
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基本目標５　支え合いのしくみづくりをすすめます
施策１４　介護者への支援

目標

平成29年度 平成26年度末 平成29年度末

130 158 【再掲】介護者講座・家族会
①13回

②78回（９ヶ所）

福祉部

高齢者支援課

131 158
介護者講座や家族会への参加支援

利用件数
10件 0件 0件 D：その他

家族会は9か所で実施しており、それぞれ開催曜日が異なるため、

参加者が都合の良い曜日を選んで参加することができており、本事

業の利用に至らない。

福祉部

高齢者支援課

132 158
【再掲】認知症介護者支援事業

①家族会の運営　②認知症介護者相談

①３ヶ所

②12回

福祉部

高齢者支援課

133 159
高齢者緊急ショートステイ事業

①利用者数　②利用日数

①90人

②620日

①102人

②512日

①125人

②716日
A：目標値を上回った

福祉部

高齢者支援課

134 159
ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進

「ワークライフ・バランス」という言葉を知っている人の割合
80% 42.2% 65.3% C：目標未達成

関係機関との連携を強化し、周知に努めたが目標を達成すること

ができなかった。第7期では、区内の多くを占める中小企業への支

援を強化し、認知度の向上と認定企業数の増に努める。

子ども家庭部

男女共同参画課

135 159 【指標】介護者講座・家族会参加者数 600人 602人 869人 A：目標値を上回った
福祉部

高齢者支援課

施策１５　『地域の活力』を生かした高齢者を支えるしくみづくり
目標

平成29年度 平成26年度末 平成29年度末

136 167
地域安心カフェの展開

①開催地域数　②展開数

①4地域

②6か所

①3地域

②5か所

①6地域

②8か所
A：目標値を上回った

福祉部

高齢者支援課

137 167
民生委員・児童委員による相談活動

分野別相談・支援件数（高齢者）
2,600件 2,840件 2,115件 C：目標未達成 平成29年度末目標を3,000→2,600件へ変更。

民生委員・児童委員活動における高齢者への関わりは、福祉関

係機関へのつなぎ役となることであり、近年、高齢者総合相談セン

ターの環境整備と機能充実により、つなぐ役割が増加したことで、民

生委員活動の中での支援・相談件数は減少となっている。引き続

き民生委員活動の周知を図る。

福祉部

地域福祉課

138 167
高齢者の孤独死防止に向けた取組の推進

情報紙の訪問配布　①配布登録者数（対象者）②配布員数

①3,200人

②150人

①3,177人

②140人

①２,999人

②140人
C：目標未達成

新規の事業対象者は増加している一方で、入院や施設入所等に

より事業の利用を終了した者の人数がそれを上回ったため。

福祉部

高齢者支援課

139 167
【再掲】高齢者見守り支え合い連絡会の開催

連絡会の開催

9回（各高齢者総合相談センターで

1回ずつ実施）

福祉部

高齢者支援課

140 168 【再掲】【新規】地域ケア会議の開催 55回
福祉部

高齢者支援課

141 168
【再掲】生涯学習・地域人材交流ネットワーク制度の整備

登録者が実際に区・財団事業に地域で活動した日数
4,500日

地域振興部

生涯学習スポーツ課

142 168

NPOや地域活動団体等、多様な主体との協働の推進

①協働事業提案制度実施事業数　②NPO活動資金助成による助成事業数　③新宿NPOネットワーク協議会

加盟団体数　④新宿NPO協働推進センター登録団体数　⑤サイト登録団体数

①6事業

②6事業

 ③50団体

   ④150団体

   ⑤150団体

①1事業

 ②10事業

 ③39団体

   ④142団体

   ⑤131団体

①4事業

②5事業

  ③31団体

  ④91団体

    ⑤131団体

C：目標未達成

①については、平成29年度の目標を6→4事業へ変更。

③から⑤については平成28年度より指標から除外しているが、進捗

状況については適宜確認を行い、目標の達成に向けて事業を進め

ている。

　②については、目標事業数には至らなかったが、外部委員を含め

た協働支援会議による適切な審査のもと助成することができた。ま

た、過去に本助成を行った事業が、自主的に継続されている事業

も確認でき、目的とする担い手の育成に貢献しているものと評価で

きる。

　平成30年度からは、より多様な主体との協働を推進するために、

制度を見直し、新たな助成制度を実施する。ノウハウや専門性を

持ったＮＰＯ団体等と協働し、複雑・多様化する区民ニーズに柔

軟に対応した事業を推進していく。

地域振興部

地域コミュニティ課

143 169
ふれあい訪問・地域見守り協力員事業

①ふれあい訪問事業対象者数　②見守り協力員数　③地域見守り協力員事業対象者数

 ①20名

  ②440名

  ③900名

①12名

  ②382名

  ③779名

①終　了

②352名

③604名

C：目標未達成

②新規の地域見守り協力員は増加しているものの、高齢等の理由

により、活動を終了した者の人数がそれを上回ったため。

③新規の事業対象者は増加している一方で、入院や施設入所等

により事業の利用を終了した者の人数がそれを上回ったため。

福祉部

高齢者支援課

144 169
ちょこっと困りごと援助サービス

①依頼件数　②協力員数

①260件

②140人

①228件

②128人
― D：その他

平成27年度で区の事業終了。

平成28年度から社協の自主事業として「ちょこっと・暮らしのサポー

ト」を実施。

福祉部

高齢者支援課

145 169
【再掲】介護支援ボランティア・ポイント事業

登録ボランティア活動数
60%

福祉部

地域包括ケア推進課

146 169
高齢者見守り登録事業

　登録事業者数
440事業者 358事業者 461事業者 B：目標通り

福祉部

高齢者支援課

147 170
ちょこっと暮らしのサポート事業

①利用者数　②協力者数　③活動回数

①310人

②540人

③4,400回

①319人

②488人

③3,843回

①949人

②503人

③3,686回

D：その他

平成28年度より「ちょこっと困りごと援助サービス（区委託事業）」

と統合し、「ちょこっと・暮らしのサポート事業（社協自主事業）」と

して実施しているため、目標値との差異が生じている。

継続活動は公的サービス利用に至るまでの補完的な支援が多く活

動回数が減少し、公的サービスでは対応できない単発活動が増え

ている。引き続き、住民同士の支えあい活動として関係機関と連携

し、活動の調整を行う。

福祉部

地域福祉課

148 170
【再掲】ふれあい・いきいきサロン

①支援サロン　②いきいきサロン傷害保険加入者

①75サロン

  ②30,000人

福祉部

地域福祉課

149 170 【指標】★地域のつながり（住民同士の助け合い・支え合いなど）が必要だと回答した高齢者の割合（一般高齢者調査） 65% 57.6% 43.0% C：目標未達成
※平成29年度末の実績値は、平成28年度実施の「新宿区高

齢者の保健と福祉に関する調査」内の数値

地域の担い手が活動しやすい環境を整備していく等、地域ささえあ

いのしくみづくりを進めていく。

福祉部

地域包括ケア推進課

備考№ 頁 指標名または事業名
実績 達成状況

（平成29年度末時点）
第7期の方向性等 所管課

第7期の方向性等 所管課№ 頁 指標名または事業名
実績 達成状況

（平成29年度末時点）
備考

施策１１ 番号１０１ をご覧ください

施策９ 番号６６ をご覧ください

施策１１ 番号１０５ をご覧ください

施策１１ 番号１０４ をご覧ください

施策２ 番号１４ をご覧ください

施策２ 番号１２ をご覧ください

施策１ 番号９ をご覧ください
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施策１６　災害に強い安全な地域づくりの推進
目標

平成29年度 平成26年度末 平成29年度末

150 176 【再掲】在宅人工呼吸器使用者災害時支援事業
在宅人工呼吸器使用者全数

に対する、個別支援計画の作成

健康部

健康づくり課

151 177 【指標】災害時要援護者名簿の新規登録者数 300人 275人 140人 C：目標未達成
引き続き、危機管理課が実施する家具転倒防止器具取付事業と

あわせて登録勧奨を周知していく。

福祉部地域福祉課

危機管理担当部

危機管理課

152 177 【指標】家具類の転倒防止等対策実施率 60% 48.5% 50.5% C：目標未達成

数値は区政モニターアンケートの結果を用いているが、65歳以下の

年代も含まれている。今後も事業を継続して実施し、区民の地震

対策を支援し安全確保を図っていく。

危機管理担当部

危機管理課

№ 頁 指標名または事業名
実績 達成状況

（平成29年度末時点）
第7期の方向性等 所管課備考

施策１０ 番号９０ をご覧ください
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